
 

 

 

 

 

 

 

 

雇用保険法施行規則の一部を改正する省令案

概要 

  

令和５年９月 12 日 

職業安定分科会（第 196 回） 
資料３－２ 



 



雇用保険法施行規則の一部を改正する省令案について（概要） 

 
厚生労働省職業安定局雇用保険課 

 
１．改正の趣旨 
○ 押印を求める手続の見直し等のための厚生労働省関係省令の一部を改正する省令（令和
２年厚生労働省第 208号）に基づき、令和２年度に行政手続の押印が原則廃止され、押印
が存続しているものは、基本的に、金融機関に対する届出印や登記関係の手続等に限られ
ている。 

 
○ 一方、雇用保険手続における押印は、原則廃止することとなったものの、以下の手続に
ついて押印を存続することとされた。 

 ・あらかじめ登録された印影と照合する手続 

（例：事業所設置届、事業所各種変更届等の事業主印）※ 要領において様式を規定。 
 ・労働者が申請するものであるが、事業主の証明により支給要件を満たすことを確認す 

る必要があり、その真正性を確保する必要がある手続 
（例：再就職手当支給申請書、就業促進定着手当支給申請書等の事業主印） 

 
○ 今般、雇用保険手続における押印の必要性について改めて整理を行い、申請者及び公共
職業安定所の双方の負担を軽減する観点から、雇用保険法施行規則（昭和 50 年労働省令
第３号。以下「施行規則」という。）に規定する様式を改正し、金融機関に対する届出印
等の一部を除き、事業主印の押印を全て廃止することとする。 
※ 別途、雇用保険業務取扱要領を改正し、要領において規定する様式を改正する予定。 

 
２．改正の概要 

○ 事業主が施行規則第 145条第１項の代理人を選任し、又は解任した際に、当該代理人が
使用すべき認印の印影の届出を要しないこととする。 

 
○ 以下の手続に関する様式について、「印」を削除するとともに、改ざん等の抑止力を確
保するため、様式中に「（注）記載内容について、記載した方に直接確認する場合があり
ます。」との表示を行う。 
・再就職手当の支給申請手続（様式第 29号の２） 
・就職促進定着手当の支給申請手続（様式第 29号の２の２） 
・常用就職支度手当の支給申請手続（様式第 29号の３） 
・高年齢雇用継続基本給付金及び高年齢再就職給付金の支給申請手続（様式第 33 号の３
及び様式第 33号の４） 

 
○ その他、様式の改正に伴う所要の経過措置を設ける。 

 
３．根拠条項 
○ 雇用保険法（昭和 49年法律第 116号）第 82条 
 
４．施行期日等 
○ 公 布 日：令和５年９月下旬（予定） 
○ 施行期日：令和５年 10月１日 



【再就職手当支給申請書（様式第 29 号の２）の改正案（第１面）】 

 

（注）記載内容について、記載した方に直接確認する場合があります。 

－ 

（必ず第２面の注意書きをよく読んでから記載してください） 



【再就職手当支給申請書（様式第 29 号の２）の改正案（第２面）】（変更なし） 

 


